
資料１ 

■ 概要

以下の２事業について、グリーンファイナンスによる資金調達を実施します。

市が率先してグリーンファイナンスを活用することにより、地域の金融機関が ESG 金融を

実践する機会を創出し、更なる普及を図ります。 

■ 資金調達額

約８億８千万円

■ 充当対象事業

① 青木ふるさと物産センター整備事業

➢ 充当見込額：約６億５千万円

② 箒根学園体育館改築工事

➢ 充当見込額：約２億３千万円

■ 資金調達時期

令和６年５月（予定）

■ 期待する効果

・ 地方自治体、地域企業、地域金融機関等の連携による、地域脱炭素事業の促進及び地

域経済の活性化

・ 通常よりも有利な条件での資金調達

■ その他

・ グリーンファイナンスのうちグリーンローンにより資金調達を実施

・ 自治体のグリーンローンによる資金調達は、全国３例目です。

（１例目：滋賀県守山市、２・３例目：那須塩原市）

―【用語解説】―――――――――――――――――――――――――――――――――― 

■ グリーンファイナンス

グリーンファイナンスは、資金使途を環境改善効果の見込まれる事業に限定した資金調

達方法です。調達した資金は、融資から支出まで確実に追跡管理し、また公表することで、

透明性を確保します。

■ ESG 金融

持続可能な社会を構築するために、金融の世界でも取組が強化されています。
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グリーンファイナンスによる資金調達の実施について



 

 

ESG 金融とは、財務情報だけを考慮して金融取引や投融資を行うのではなく、環境・ 

社会・ガバナンス(Environment・Social・Governance)の側面も配慮した投融資行動のこと

です。 
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